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資料２－１ 



普及計画書の作成と今後の各課題に対する実行計画の策定について 

情報通信審議会  

専門委員 西谷 清 

 

2011 年 7 月の地上デジタル放送完全移行を実現するためには、現状抱えている課題を明確にし、

その課題に対して最適な施策を講じることが重要である。しかしながら、前回会合までに事務局や主

査、各委員から報告があったとおり、地域や自治体によって抱えている課題が異なり、マクロ的な視

点の対策のみでは効率が上がらないだけにとどまらず、最終的にフォローが行き届かない地域・家庭

が発生してしまう恐れがある。 

アナログ停波まで残り 500 日を切った現状で、地デジ移行を効率的に計画・実施していくためには、

各自治体・地域が抱えている問題をミクロ的な視点から明確にし、適材適所な対策を早急に講じて

いかねばならない。そのためには、実際のアクションを行うためのベースとなる『基礎データの作成』と、

各種施策効果の可視化による『管理の見える化』が必要不可欠であると考える。 

具体的な施策例として、例えば、これまでの全国一律・3 ヶ月毎の普及率目標・普及台数目標を

見直し、各自治体・地域の課題や、現在まで実施・計画されてきた各種施策の効果を評価した上で、

適切な指標を用いた都道府県別・1 ヶ月毎の数値目標まで落とし込んだ普及計画書を作成し、その

目標を達成するために地域毎の特色を加味した重点実行計画を策定してみてはどうか。 

普及計画書の作成と重点実行計画の策定を行うことによって、より実効性の高いアクションプラン

を組み立てることが可能となり、必ずや 2011 年 7 月の地上デジタル放送への完全移行を成功させ

ることができると考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普及計画書（イメージ） 

2009年
9月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

1 北海道 63.4 75.5 81.6 86.2 89.7 92.2 94.2 95.6 96.7 97.5 98.2 98.6 99.0 99.2 99.4 99.6 99.7
2 青森 63.1 75.2 81.4 86.1 89.5 92.2 94.1 95.6 96.7 97.5 98.1 98.6 99.0 99.2 99.4 99.6 99.7
3 岩手 55.2 67.3 75.5 81.6 86.2 89.7 92.2 94.2 95.6 96.7 97.5 98.2 98.6 99.0 99.2 99.4 99.6
4 宮城 66.7 78.8 84.1 88.1 91.1 93.3 95.0 96.2 97.2 97.9 98.4 98.8 99.1 99.3 99.5 99.6 99.7

・
・
・

11 埼玉 68.1 80.2 85.2 88.9 91.6 93.7 95.3 96.5 97.4 98 98.5 98.9 99.2 99.4 99.5 99.6 99.7
12 千葉 70.2 82.3 86.7 90 92.5 94.4 95.8 96.8 97.6 98.2 98.7 99 99.3 99.4 99.6 99.7 99.8
13 東京 71 83.1 87.3 90.5 92.9 94.7 96 97 97.7 98.3 98.7 99 99.3 99.5 99.6 99.7 99.8
14 神奈川 72.6 84.7 88.5 91.4 93.5 95.2 96.4 97.3 98 98.5 98.9 99.1 99.4 99.5 99.6 99.7 99.8

・
・
・

44 大分 67.6 79.7 84.8 88.6 91.4 93.6 95.2 96.4 97.3 98 98.5 98.9 99.1 99.4 99.5 99.6 99.7
45 宮崎 73.9 86 89.5 92.1 94.1 95.6 96.7 97.5 98.1 98.6 98.9 99.2 99.4 99.6 99.7 99.8 99.8
46 鹿児島 62 74.1 80.6 85.4 89.1 91.8 93.9 95.4 96.5 97.4 98.1 98.5 98.9 99.2 99.4 99.5 99.7
47 沖縄 55.3 67.4 75.6 81.7 86.2 89.7 92.3 94.2 95.6 96.7 97.6 98.2 98.6 99 99.2 99.4 99.6

全国 69.5 81.6 86.4 91.2 95.8 100

2010年 2011年

東京都（２００９年９月現在）

71.0
65.0
35.0

アンテナ未対応 5.0
難視聴 5.0
共聴施設未改修 10.5
高齢者 9.5
混信地域 0.0
その他 5.0

地デジ未視聴率

受信機普及率
地デジ視聴率

65%

5%
5%

10%

10%
0%5%

34%

地デジ視聴率

アンテナ未対応

難視聴

共聴施設未改修

高齢者

混信地域

その他

（単位：%） 

（単位：%） 世帯普及率目標 



  

 

 

 

河村委員提出資料 

 

 

資料２－２ 



２０１０年５月２４日 

 

地上デジタル放送推進に関する検討委員会（第 54 回） 

提出意見 

主婦連合会 

事務局次長 河村 真紀子 

 

１． 生活保護を受けておらず、かつ生活保護世帯の水準あるいはそれ以下の経済状態で暮らしている

世帯が、多く存在する。これらの経済的困窮世帯への援助策を早急に検討すべき。それは、エコポイント

など「大きく」「高額な」テレビに買い換えるほど有利という施策ではなく、経済的に困っている人々に一番

有利な援助策であるべき。チューナーは十分安いということであれば、受信対応へかかる経費への援助

はできないか。アンテナ買い替え、増幅器や分配器の買い替え、室内配線の交換など、予想外に高額な

料金がかかる場合がある。このような受信対応にかかる料金の一部を国が負担することはできないか。簡

易なチューナーを買った人に向けた、何らかの援助という条件ではどうか。 

 

２． 簡易なチューナーを買った人には、受信に関する訪問相談を無料で受けられるチケットなどを配っ

てはどうか（希望者が申し込む）。一番困っている人をターゲットにしたキャンペーンが必要ではないか。 

 

３． ケーブルテレビ事業者のデジアナ変換に関して。時限措置であることと、たとえ月額が安くても１年、

２年と月額利用料を払うとアンテナを買い換える経費ぐらいになること。時限措置が終了したら、結局なん

らかの受信対応が必要であることなどを、消費者に説明する必要がある。 

 

４． 「停波」が予定通り行われるとしても、最低限、２０１１年７月２４日まで、普通の放送を流すべき。特に

ＮＨＫは国民から受信料をとった上で、放送番組を流さないというのは許されない。「お知らせ画面」は国

民にとって「放送」ではない。 

  推進する人々は、国民の中には様々な状況の人がいることを理解する必要がある。高齢や病気など、

様々な理由で地デジへの対応をあきらめている人も存在する。自覚の上でそのように決めている人も含

め、２０１１年、７月２４日までアナログ放送でテレビ番組が見られることは、非常に大切なことで、放送局と

国民の約束。放送局の責務。その日までしかテレビを見られない人のことを想像してみる必要がある。 

  一方、お知らせ画面の必要性は理解できる。２０１１年７月２４日以降、なるべく長くお知らせ画面が続

くことが混乱の収拾に役立つだろう。「停波とは、お知らせ画面も止まること」だと、関係者は言うだろうが、

国民の目線で考えてほしい。「停波」とは、番組が見られなくなること。したがって、「厳密な意味での停

波」（電波を止める）は２０１１年７月２４日以降に遅らせる法改正が必要。 

 

５． 上記４．は、２０１１年７月２４日の「停波」という現在の予定を軸にした意見。言うまでもないが、万一、

２０１１年７月２４日という現行の定めにより、国民の多くに見過ごせない不利益、不都合、混乱があることが

予想される場合には、「放送番組を流す期間」を更に延長することも検討する必要があることは言うまでも

ない。                                                        

以 上 




